
 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

被災地を支援する市民団体の活動への 

助成のご案内 

 
－令和６年度能登半島地震・能登地方豪雨支援助成の募集－ 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
  

神  戸  市 



対  象  団  体 
企画した活動を遂行できる専門性が高く、被災地における支援活動の経験がある団体（５人以

上で構成）で、神戸市内に活動拠点があるもの。 

※暴力団又は暴力団と密接に関連のある団体は対象外。 

  

対  象  活  動 

団体が自ら企画・提案し、実施する令和６年能登半島地震・能登地方豪雨の被害を受けた地域

（災害救助法適用地域）で行う、下記の復旧・復興を支援するための活動。  

■阪神・淡路大震災の教訓を活かし、被災地における廃棄物や土砂の撤去家財の搬出といった緊

急を要する市民生活の課題を具体的に解決する活動（義援金、生活物資の募集、送付活動を除

く） ※ なお、当該活動を行うことで被災地の復旧・復興活動に混乱を招くことのないよう、

くれぐれも活動を企画、実施するに当たっては、各種メディア情報や現地団体などから的確な

情報収集を行い、被災地のニーズにあった活動を安全に行うようご注意及びご配慮をお願いし

ます。  

＜対象とならない活動＞  

○助成対象期間外の活動  

○市又は市の外郭団体から委託・助成金等を受けている活動 

○営利や学術研究を主目的とした活動  

○宗教的活動、政治的活動  

○法令に違反する活動  など 

 

助成対象期間 

２０２４年９月２１日（土曜）～２０２５年３月３１日（月曜） 

  

助成金額及び助成総額 

助成対象経費の合計額の範囲内で５０万円を限度として助成します。 

（助成総額：３００万円）※ただし、企業版ふるさと納税を通じて、企業から団体を希望した

寄附があった場合は、「助成対象経費の合計額」又は「企業版ふるさと納税額の９割」のい

ずれか低い方を上限として助成します。 

  

助成対象経費 

助成対象期間に行われる活動の経費のうち、被災地と神戸の往復にかかる交通費、バスのチャ

ーター等集団での移送に要する経費、レンタカー借り上げ費用、ガソリン代、有料道路通行料等

のほか、活動に付随して特に必要となる経費を対象とします。  

この経費については、活動の実績報告時に領収書（PDF等データ・写し可）の提出を求めます。

但し、電車での移動など領収書の出ない実費については別途交通費使用簿等の提出を求めます。 

※備品・消耗品費のうち、飲食にかかる経費及び単価５万円以上の備品は対象外とする。 

※宿泊に要する経費は一人１泊５千円（税込み）を上限とし助成する。 

 

申請受付期間 

２０２４年１１月１日（金曜）～２０２４年１１月１８日（月曜） 

  

申請受付場所 

神戸市地域協働局地域活性課（NPO支援担当） 

○TEL：０７８－３２２－６８３７  FAX：０７８－３２２－６１３３  

○MAIL：npo@office.city.kobe.lg.jp 

○URL：https://www.city.kobe.lg.jp/a52374/sankakusuisin/hojyokinsien.html 

mailto:npo@office.city.kobe.lg.jp
https://www.city.kobe.lg.jp/a52374/sankakusuisin/hojyokinsien.html


○受付時間：午前９時～午後５時（土・日曜・祝日を除く）  

※ 郵送、FAX、Mailで提出していただいても結構です（期間内必着）。  

  

提出書類一覧 

  ＜申請のとき＞  

○交付申請書（様式第1号）  

○団体概要（様式第１号－２） 

〇収支予算書（様式第１号－３） 

 

  ＜活動内容変更のとき＞  

○交付決定内容変更申請書（様式第４号）  

  ※変更がある場合は、必ず事前にご相談ください。 

 

 ＜実績報告のとき＞  

活動終了後10日以内または２０２５年４月９日（水）のいずれか早い日までに、下記の活動

終了に関する報告書を提出してください。  

○実績報告書（様式第6号）  

○収支決算報告書（様式第７号）  

○領収書（PDF等データ・写し可） 

○記録写真 

○その他助成事業に要した費用を証する書類 

 

＜助成金請求のとき＞  

○交付請求書（様式第９号）  

 

審査の方法 

○申請書類による要件及び内容審査  

申請書類により、申請団体及び活動内容について対象団体及び対象活動に定める要件に該当

するかどうか、活動内容について下記の審査項目で総合的に考慮して審査します。 

  

審査項目 

 

公益性 ニーズの高い課題を的確に把握し、解決に取り組む必要性の高い活動か。 

計画性 活動計画の内容は、具体性、実現性があり、申請団体は活動を遂行する能力があるか。 

効 果 被災地の復旧・復興に役立つ活動か。 

 

採否の通知 

審査により採択となった団体には交付決定を通知、不採択となった団体には、理由を付して不

交付決定を通知します。 

  

助成金の交付 

① 交付決定通知の送付後に、申請した内容に変更を生じた場合は、交付決定内容変更申請書を

提出していただきます。  
② 活動終了後、速やかに活動完了報告書等を提出していただき、その内容を審査し、助成金額

確定通知書により確定した助成金額を通知します。 
③ 上記により確定した助成金額について、助成金交付請求書を提出していただき、その後助成

金を交付します。  



その他  

①採択された活動については、ホームページや広報物により活動を紹介する場合があります。 

②団体の活動内容等は随時ヒアリングさせていただきます。また、ヒアリングした情報は、す

でに被災地に入られている団体やこれから被災地に入ることを検討している団体、神戸市社

会福祉協議会等へ情報提供いたします。 

③虚偽の申請があった場合等には、助成金交付を取り消す場合があります。 

④助成を受けた団体は、助成に係る活動の活動報告書を、助成を受けた年度の翌々年度の末日

までの間、団体の事務所に備え置いてください。団体の構成員その他の利害関係人から閲覧

の請求があった場合には、正当な理由がある場合を除き、閲覧させてください。  

⑤神戸市に提出された各種申請書等については、個人情報保護の対象となる部分を除き、公開

される場合がありますので、あらかじめご了承願います。  


